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子 どもの権利 と日本の公教育 システム
三 上 昭 彦
はじめに
木研究は,わ が国の公教育システムーその中軸にある学校教育システムー において,子 ども(児
童 ・生徒)の 権利がどの ように考えら礼 位置づけられてきたのかを概観するとともに,子 どもの権
利の観点から日本の公教育システム(法 制度)と その運用実態 に内包されている問題点を整理 し,若
干の課題を明 らかにすることを課題 としている。
もとよりこの課題に本格的に迫 るためには多くの基礎的作業 と先行研究を踏まえた思想的,理 論的
格闘が必要 となろう。本報告書はそのための中間報告である。 ここではとりあえずその端緒を開 くべ
く,先行研究をふまえた基礎的作業 として,第 一に,子 どもの権利の観点から戦前 日本の学校教育シ
ステムの特質を概観し,第二に,同様の観点から戦後の学校教育システムの特質を概観 し,第三に,
今 日の公教育システムの在 り方に関しても点検 ・見直 しする必要を強 く要請 している と思われる国
連 ・子 ど もの権 利 条 約(theConventionontheRightsoftheChild)の精 神 と基 本 原 則 を ふ ま え て,
今 日の公教育システムの問題点 と課題の一端 を明らかにしていきたいと思う。
1戦 前日本の公教育システムの特質
1)近代 日本公教育システムの創出と整備
明治維新を契機にして,欧 米列強の厳 しい外圧に対抗 しうる強力な近代国家の形成 とそれを支える
諸制度および人材の創出を急いだ明治新政府は,「富国強兵」 と 「文明開化」の二大基本政策のもと
に,そ の不可欠な一環 として強力な国家主導による近代公教育システムの創出と整備を重視 した。
1871(明治4)年 にまずその司令塔たる文部省が設立され,翌年には 「学制」(文部省布達)が 公
布 され,近 代学 校制度が創 設された。学 制は,学 区 ・学校 ・教 員 ・生徒及 び試 業 ・海外 留学生 ・学 費
などついて定めた最:初の総合的な教育法規であ り,その冒頭には「全国ノ学政ハ之ヲ文部一省二統フ」
として,文 部省が全国の教育を一元的に統括することが規定 されていた。一般の行政区域とは別に全
国 を8大 学区,256中学区,5万3760小学 区 に分け,各 学区 にそ れぞれ一 つの大学,中 学,小 学校 を
設置するというま:ことに壮大なものであった。また,学 制の教育理念を宣 明した学制序文 「学事奨励
,
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に関する被仰出:書」(太政官布告)で は,「学問は身を立 るの財本」であ り,「教育を国家の為にす と
唱お.る」ことは 「沿襲の習弊」であるとして,「自今以後一般の人民 華士族農工商及び婦女子 必ず邑
に不学の戸な く家に不学の人なか らしめん事を期す」 とされた。1)こうして旧来の封建的教育観 ・学
校観を批判 した個人主義的,功 利主義的な教育論,啓 蒙的な国民皆学論が強調されていたことは注 目
される。この壮大な公教育システム創出政策 とそれに呼応 した地方の尽 力により,わずか数年の うち
に2万4000余の・」・学校 が全国各地 に誕生 した といわれ る。2)
しか し 「学制」はわずか7年 を経て廃止される。それは地域の実情 を無視 した トップダウンの中
央集椎的全国画一的なシステムであ り,学校の設置 ・運営等に必要な費用のほとんどは地元住民に課
せ られた上,授 業料も徴収され,さ らには授業科 目のなかには当時の民衆(農民)の 生活要求には必
ず しも合致 しない内容 も多かった ことなどから,地方の反発も少な くなか ったからである。「学制」
にかわ って1879(明治12)年に 「教育令」 が公布 され る。 当初 の教育令 は 「自由教育令 」 とも称 さ
れ,米 国の教育委員会制度に倣って新たに導入された学務委員を 「其町村人民ノ選挙」 とするな ど,
地方の自主性をそれな りに容認し,近代公教育制度の定着 と小学校就学率の向上を企図したものであ
った(も っ とも,選 挙権を持 って いた 「大疑」ほ,一 定の財産 を有す る成人 男子の みであ ったが)。
しかしながら学制か ら自由教育令に至 る教育政策の基底にあった文部省の啓蒙的,合 理主義的教育
政策に対 して慮,公教育の基本は儒教主義的徳育 と忠君愛国精神におくべきである として,天皇中心
の政教 致 の困家体制を構築することを急務 と考える政府内部の守旧勢力から強い批判が存在 してい
た。そうした勢力の強い影響下 で作成 され,後 の教育勅語の基本になった といわれる 「教学聖 旨」
(1879年)や「小学校教 員心得」(文部省達1881年)では,小 学 校教育 の要は 「仁i義忠 孝」にあ り,
それは 「幼少ノ始二其脳髄二感覚セシメテ培養スルニ非 レハ他ノ物事己二耳二人 リ先入主 トナル時ハ
後奈何 トモ為ス可カラス」(教学聖旨),「人ヲ導キテ善良ナラシムルハ,多 識ナラシムルニ比スレ八
東二緊要ナ リ」 とされた。 したが って教員 は 「殊二道徳 ノ教育 二方 ヲ用 ヒ,生 徒 ヲシテ,皇 室 二忠 二
シ テ国家 ヲ愛 シ,:父母三孝ニ シテ長 上 ヲ敬 シ…,生 徒 ヲシテ徳 性二薫染 シR行 二感 化セ シメン コ1・ヲ
務ムヘシ」(小学校教員心得)と 強調されていた。
近代公教育システムの創出 ・確立をめぐって存在 した二つの潮流は,明 治10年代に入って瞭原の
火のごとく全国に拡がりつつあった自由民権運動への抑圧 と懐柔政策を背景にしつつ,初伏文相森有
礼による諸学校制度の改革 ・整備(帝 国大学令 ・師範学校令 ・小学校令 ・中学校令等)を へて統合さ
れ,さ らに欽定 憲法た る大 日本帝 国憲法(1889年)と 「教育二関 スル勅語 」(1890年)および軍 人勅
諭(1882年)を思想的支柱 とする特異な国寡主義的近代公教育システムー いわゆる天皇制教学体制
(教育勅語 体制)一一として1880年代半 ば か ら90年代にかけ て整備 ・確 立 され た。 この シ ステム は,そ
の後の政治経済的状況の変化に対応 してさまざまなヴァリエーション(た とえば,都 市中間層の形成






1926年の時点 でバー トラン ド ・ラ ッセルは,日 本 の近代公教育の特質 をやや皮肉 をこめて次の よ
うに鋭 く的確に評 している。
「近代の 日本は,あ らゆる大国 に顕著に見受 け られる一つの傾向 を最 も明瞭 に示 している一 つ
まり,国 家を偉大 にするこ とを教育の至上 旧約 とす る傾向であ る。 日本の教育の 目的は,感 情の訓
練を通じて国家を熱愛し,身につけた知識を通じて国家に役立つ市民を作 り出すことにある。 この
二重の 目的を追 求す る際に示された見事 な腕前は,い くら称賛 しても足 りない くらいである。(中
略)た とえば,国 家主義,親 孝行,天 皇崇拝 な どは疑いをさしは さんではな らないものであ り,し
たが って,さ まざまな進歩 がお よそ不 可能になる。 この種のがん じが らめの制度 は,唯 一一の進歩の
方法 として革命を誘発 しかねない とい う大 きな危険 をは らんで いる。 この危険は,い ます ぐとい う
わけではないが,現 実の ものであ り,主 として教育制度に起因 してい るのである。(中略)日 本の
教育が生み出した人間は,あ ま りにも独断的で精力的になるおそれがある。懐疑に黙従すること
も,独 断に黙従 することも,教 育 の生み出すべ きものではない」。3)
以下,ラ ッセルによって 「い くら称賛 して もた りない くらい見事な腕前」 と評 された戦前 日本の公
教育システムの特質を,その中軸を占めていた義務教育法制 とそこにおける子どもの権利を中心に概
観 しておきたい。
第一は,戦 前 日本の近代公教 育システムの基本的特質を一言で い うな らば,「国家のための,国 家
に よる国民(臣 民)教 化 の装置」 であ った といえる。 帝国憲 法に よって規 定された 日本国家 とは,
「万世一系ノ天皐」が統治する天皇主権の国家であ り,国民は 「神聖ニシテ侵スヘカラス」もの とさ
れた唯一絶 対の天皇の 「臣鑓」 と して位置付 け られ,統 治される対象 であ った。「国ノ元首」 として



















上 ノ権利 者ニシテ,其 対手 タル私人ハ公法上 ノ義務者 ナ リ トス」7),「義務教 育の義務は,国 家 が自己
の目的のために保護者に負わしむる公法上の義務にして,保 護者において児童に対 して負ふ私法上の
義務 にあ らず,就 学の義務は,国 家 に対す る ものであ る」8)などとされたので ある。 また,文 部省 著
作の国定教科書には,「我が国の臣民は其の子弟満六歳に達すれば必ず之を尋常小学校に入学せ しめ
て,其 の課程を卒へ しめ さるべかさる義務あ り。故 に児童た るものの学 校 に入 りて教育を受 くるは,
ただに父兄の命に従 ふのみにあ らず,又 国家 に対す る務な り」9'として,「就学 し教育を受ける こと」
は子 どもに とって も国家 に対す る義務 と教 えられたのであ る。
第三 に,こ の ような 「国家が 自己の 旧的のため に」実施する義務教育は,天 皇の大権事項 とされ,
その目的 ・内容 ・方法などの 「内的事項」および学校制度の基本などのすべてにわたって天皇制国家
官僚が決定権を掌握し,教育財政問題などごく一部の領域を除いては帝国議会ですらその決定に関与
できない勅令'(命令)主 義のもとにおかれた。「国ノ事務」たる義務教育の諸施策は,指 揮命令 ・監
督統制を主 とする中央集権的官僚主義的行政機構をとおして具体化 され,文部省→府県知事一〉市町村
長一〉学校長 一・教員 とい う上意下達シス テムを とおして学校 ・地域 で具現化 された。「小学校長及教 員
職務及服務規程」(1891年)には,「小学校長及教員ハ教育二関スル勅語 ノ旨趣ヲ奉体 シ法律命令 ノ
指定二従ヒ其職務二股スベシ」とある。教育勅語を絶対かつ最高の教育理念 とする義務教育の 「旨趣」
は,小学校令 ・同施行規則 ・各種の規程や国定教科書などにより精緻化され,と りわけ小学校での修
身や歴史 ・地理教育,学校行事(儀 式 ・集団訓練〉などによって子どもたちの頭脳 とこころに奥深 く
注入され,ひいては日本人の精神や感情形成にとって絶大な威力を発揮 したのである。
第四は,戦 前の公教育システムにあ っては,教 育行政法上,官 立学校はもとより市町村立学校 も
「国の営造物」ない しは 「営造物 としての国家機関 」 と位 躍付 け られて いた。10)また,「学校の構成要
素たる人は校長 ・教員其の他の職員であって,学校の構成要素たる物は校地 ・校舎 ・体操場 ・校具等
を謂ふ。学生 ・生徒等は学校存続め要件であるが,之 を以て学校の構成要素とは看なすことは出来な
い」11)など とされ,学 生 ・生徒等の在学関係 は営造物利用関 係であ り,学 生 ・生徒等 は単 なる 「営造





戦後 日本の改革およびその重要不可欠な一環 としての教育改革は,ポ ツダム宣言の受諾による連合
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国への 「無条件」降伏 と,それに続 く連合国軍(事実上はアメリカ軍の単独占領)という未曾有の条




ことがで きる。 しか し,そ の基本原理 と内容は旧憲法 のそれ とはまった く異質な画期的 な ものであ
る。新憲法は,一 般的 には国民主権 ・恒久平和主義 ・基本的人権の尊重の三 つ(な いしは代議制民主
主義 ・地方 自治 を加えた五つ)を 基本原理 としてい るとされてい る。
まず,天皇主権は国民主権へと根本的に転換し,世襲の象徴天皇制は残されたものの,天皇の地位
は 「主権の存する日本国民の総意に基く」もの とされ,国政に関するその権能は 「内閣の助言と承認」
のもとに憲法が定めるごく…部の国事行為に限定された。特筆されるべき恒久平袖主義原理 として
は,国 際的 に も前例のない 「戦争放棄」(2章9条)を 規定 し,自 衛の戦争 を含む …切の戦争 と武 力
の行使の永久放棄および戦力の不保持を明記した。また,基本的人権は 「侵すことのできない永久の
権利 として,現 在及び将来の国民 に与へ られ る」 として,法 律等でそれを制約するこ とはできないこ
とを明記したのである。旧憲法においてもわずかながら 「臣艮の権利」条項が規定されていたが,そ
れらはいずれも 「法律ノ範囲内二於テ」などの留保を前提 としたものであり,治安維持法などの法令
によって実質的 には限 りな く制約 されていた ことは周知の とお りである。 国民主権 ・民主主義を実質
化する上では国および地方において参政権が保障され,国民 ・住民の代表を公正な選挙制度によって
選出するシステムが不可欠である。新憲法は 「法の下の平等」 と 「公務員の選定罷免権 ・普通選挙の
保障」を明記する とともに,旧 憲法 にない新たな1章 として 「地方 自治」(8章)を 設けて,地 方 自
治の基本原則を明示 したのである(92条～95条)。
基本的人権の カタログの・環 として,「教育を受ける権利」(26条)が憲法上に明記 されたこ とは,
「個人の尊重 と生命,自 由及び幸福追求の権利」(13条),「法の下の平等 と差別の禁止」(14条),「思
想及び良心 の 自由」(19条),「国及びその機関による宗 教教育 ・宗教活動のi禁止」(20条),「…切 の
表現の 自由 と検閲の禁1卜:」(21条),「学問の自由」(23条),「個人の尊厳 と両性の本質的平等」(24条),
「生存権」(25条)などの規定 とあ いま って,戦 後の公教育 システムの新 たな原理 ・原則を示 す もの
として重要 であ る。「教育 を受け る」 こ とは,従 前の 「国家に対す る義務」か ら 「国民の権利」へ と
根本的 ・原理的 に転換 したのである。
1947年3月末 に教育基本法 が制定 される。それは前文 とわずか11条か らな る簡潔 な法 律であ る
が,戦前の軍国主義的,国家主義的,非人間的な公教育への反省と批判をふまえて,新憲法の精神に
則って戦後教育の理念 ・目的と諸原則を定めた画期的なものである。文部省関係者による最初のコン
メンタールには,「本法は,教 育勅語に代 るような教育宣言的 な意味 と,教 育法の中 における基本法
即ち教育憲法的 な意味 とをかね有す るもの」12)とあった。






前述のように,戦後の新憲法が国民の基本的人権 として 「教育を受ける権利」(26条)を明記 した
ことは,わ が国における公教育システムを貫 く基本原理 ・原則の根本的な転換一教育をめ ぐる国家 と
国民の権利義務関係の逆転一を意味するものである。それは当然ながら,公教育システムの基底をな
す 「義務教育」の とらえ直し,義務教育観の転換を提起していたはずである。
しかしなが ら,新憲法政府案の当該条項(政 府案の24条)の国会(第90帝国議会)審 議の過程に






が貰 った大権利の ように私 は思 う」14)などの指摘あ るいは質疑 は見 られ る。 しか し,こ れ らに対す る




質 の ものではない」(田中耕太郎文部大臣)15),「等 しく教育 を受 け る権利 はあ ります。併 しなが ら能
力が足 らない者にはその能力に割合いして,等 しくとい うことが変更せ られても仕様がない」(金森
徳次郎国務大 臣)16),などのご とくであ る。
他方,戦 後しばらくの憲法学の通説的な解釈はどうであったのか。例えば,代表的な解説書である
法学協会 『註解 日本国憲法 ・上巻』(有斐閣,1953年)では,第26条は 「民主主義の必要的要件であ
り生存権の文化的内容をなす教育の平等を制度的に保障しようとするものであ り,法の下の平等の思
想の教育面における発現である」とし,旧憲法 と比較 して 「大きな前進である」 とその歴史意義を指
摘 してい る。1ηまた,「 ここにい う権 利 とは,国 家が教育 の機 会均等 につき配 慮すべ きことを国民の
側から権利 として把握 したものであって,国 家は立法及び政策を決定するにあたってこうした点を充
分顧慮しなければならぬということ,更に一歩進んでその趣 旨を実現するために適当な手段を講ずる
責任があ る」 としてい る。18)「義務教育 」規定(第26条 第2項)に 関 しては,「この義務 を負 うの は保
護すべき子女を有する国民である,即ち義務の主体は子女に対して親権を行う者…であって,そ の子
女 自身ではない」 としつつ,国家および地方公共団体には学校設置義務があ り,無償制は 「義務教育
という概念の本質的要素である」 と述べている190)また,代 表的な憲法学テキス トである宮沢俊義




は,特 に教育 を受 ける権利 をいう実益 は少 い」20)として いる。
このように少な くとも1960年半ばごろまでの戦後憲法学の代表的な著作においては,日 本国憲法
が明記した 「教育を受ける権利」の歴史的,原 理的意味 と意義について,さ らにその実質的な制度基
盤をなす義務教育の とらえ直し,義務教育観の転換についての十分な究明 と把握はなされていなかっ
たといえる。 こうした状況を批判 し,鋭い問題提起を行ったのは教育学者,教 育法学者 らの一・連の著
作である。 とりわ けその鳴矢 とな った堀尾輝 久 『現代教育の思想 と構造 』(岩波書店,1971年)21Jは,
国内外における近現代の 「人権 としての教育」および 「子どもの権利」の思想と理論を精査 し,その
歴史的 ・原理的意味 と意義を明 らかにするとともに,そ れらを踏 まえて 「子どもの学習権」を基底に
置いた 「教育権の構造」の青写真を提示 したのである。同書は,兼 子仁r教 育法』(有斐閣,初 版
1963年,新版1978年)など とともに,そ の後 の教育学 界は も とよ り憲法学 界や判 例へ も少なか らぬ
インパク トを与え,1970年代に入 って本格的 に創出され 目覚 しい発展を見せる教育法学(学 会)の




言」を源流 とし,直接的には1959年の国連総会で採択された 「子 どもの権利宣言」の内容をより充
実させ,か つ法的拘束性を有するもの として制定された ものである。「子どもの権利宣言」の採択30
周年 を迎 えた1989年11月20日,国連総 会 で採択 され た この条約 は,早 くも1990年9月2日 に発 効
し,わ が国で も批准(1994年4月22日)・発 効(同5月22日)さ れ 今 日に至 って いる(な お」本条約
のわが国での正式名称は 「児童の権利に関する条約」 とされているが,小 論では,「子どもの権利条
約」 と呼ぶ とともに,条 文の引用 の際 に も く児童〉 に替えて 〈子 ども〉 とするこ とにしたい)。
すでに国内外の多 くの文献や論者によって指摘されてきているように,この条約の第一の特徴 と意
義は,子 どもを社会において最優先に保護を受ける権利を持つものとして位置づけるとともに,単な
る保護の対象として見てきた従来のパターナリスティックな子 ども観を転換 して,子 どもを独立 した
人格 と尊厳を有した一個の人間 としてとらえ,諸 々の市民的権利 と自由を享受し行使する主体として
みな したこ とにあ る。
第 二は,こ うした新 しい子 ども観 に立 って,こ の条 約は,「一般 原則」 として,① 差別 の禁止(2
条),② 子 どもの最:善の利 益(3条),③ 子 どもの生命,生 存 および発達 への権利(6条),④ 子 ども
の意見表明の権利 とその尊重(12条)の四条項を位置づけ,子 どもの固有の権利一たとえば,発 達
の権利,意 見表明の権利,家 庭環境 ・代替的ケアの権利,遊 び ・休息 ・余暇の権利など一を含む詳細
な子どもの人権のカタログを明記 して,そ れ らの保障を条約締約国に対して法的に義務づけたことで
ある。 この条約 は,「 どの人 権規約 と比 べて も,最 も進歩的で,詳 細で,具 体的 な もの」(ユニ セフ
「世界子供白書』1995年版)と いわれるように,こ れまでの国際的な人権条約 ・規約における人権思
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想 と規定 をふまえて,そ れ らをさ らにいっそ う豊かに発展させ るとともに,子 どもの権利 とその保障
の在 り方 について,は じめて体系的,積 極的に規定 した ものである。
第 三には,子 どもの権利条約が規定する諸権利 ・自'由のなかでも,教育関係者に新鮮な印象と強烈
な インパ ク トを与 えた規定は,子 どもの最善の利益(3条),生 存 と発達の権利(6条),子 どもの意
見表 明権(12条)と 表現の 自由,思 想 ・良心および宗教の 自由,結 社 および集会の 自由,プ ラ イバ
シーの尊重な ど_一E;の市民的権利 と自由の保障規定(13～16条),障害を有す る子どもに対する特別
な養護 および援助(23条)と 障害に よる差分llの禁止(2条),教 育への権利(28条)お よび教育の 目
的規定(29条),休息 ・余暇および文化的生活 に関する権利(31条)な どである。
第四に,こ の条約は国連で これまで制定 された諸 々の人権条約 ・規約のなかでも,「歴史 上最 も早
く,最 も多 くの国によって批准された人権規約」(前掲 『世界 子供自書』)とな っている。 すなわちこ
の条約は,国 連総会で採択 さ:れてからわずか9ヶ 月あま り後に早 くも発効 し,5年 後の1999年秋の時
点 での締約国は,国 連加盟国の90%弱にあたる168ヶ国に達 したのである。その後 も締約国は増 えつ
づけ,2005年3月時点での未批准国は米国 とソマ リアのみ となっている といわ;れている。
鳳
第五に,この条約は国際人権規約や女性差別撤廃条約などの人権条約と同様に,締約国(政府)に
その実施を義務づ けているこ.とはもとより,あ わせて実施状況(具 体的措置お よび進捗状況など)を
定 期 的 に 国連 子 ど もの権 利 委 員会(CommitteeontheRightsoftheChitd=CRC,締約 国 の 条約 実 施
状況 を審査す る10人の専門家 か らな る委員会,以 下,国 連CRCと 呼ぶ)に 報告 し,そ の審査を受け
る こ とを義務 づけて いる。 すなわ ち,当 該締約 国政府 は,最 初 は条約 が国内で発効 した2年 以内
に,その後は5年 ごとに上記のような報告を国連事務総長を通 じて国連CRCへ提出し,その審査を
受 けるこ とにな ってい るのであ る。 この規定に従 って 日本政府 も批准後 すでに2回 にわた って報告
書 を提出 して お り,国 連CRCは その 審査の結果 を 「最終所見=日 本 」(初回1998年6刀,第2回
2004年1刀)として公表 し,日 本国政府 に対 して 「提案および勧告」を行 っている。
はた して現在 の 日本の子 どもは,家 庭 学校,地 域 をは じめ社会全体のなかでこうした権利 ・自由




日本政府は,「子 どものための世界サ ミット」 に出席 した海部首相(当 時)が,1990年9月21日に
109番目の国 として署 名Lた もののT批 准が全会一致 で可決 ・承認 されたのは,そ れか ら3年 半後の
1994年3月29日であ り,批 准書の国連事務総長への寄託 によ り正式に締約国 となったの は同年4月
22日であ った。 これは158番目の締約国にあた り,約30ヶ国 といわれる先進 国グループのなかで27番
目であ った。
すでに旧稿22)で論評 したよ うに,こ の条約に対 する 日本政府,と りわけ文部省(文 科省)の 基本
姿勢は多 くの問題 をもった ものであ り,そ の対応 もきわめて消極的 なものであ った といえる。その基
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本 姿 勢の 問題 点 は,日 本政 府報 告書(第1回 ・1996年,第2回 ・2001年提 出)に 対 す る国連CRC
「最終所 見」(第1回 ・1998年,第2回 ・2004年)でも随所 で指摘 されて いる ように,条 約 を批 准 し
て10年余 をへた今 日もあ ま り変 わ って いない。
子 どもの権利条約に対する政府 ・文部省の基本認識 と姿勢は,批 准承認案件の国会審議での趣旨説
明および答:弁,審議にあたって提出された外務省 「児童の権利に関する条約の説明書」(1992年3月,
一部修正93年11月),批 准後に出さ;れた同 「児童の権利に関する条約Q&A」(政 府広報誌 『時の動
き』1994年6月15日号)お よび文部事務 次官通知 「『児童の 権利 に関す る条 約』 について」(1994年
5月20日)な どで明 らかにされている。
条約の批准にあたって政府が示 した上記の文書や通知に貫かれた基本姿勢や認識には,本 条約の根
本精神ない しは基本原理 ともいわれている,「差別の禁1ヒ」,「子 どもの最善の利益」,「生存 と発達の
権利」,「子どもの意見表明権とその尊重」などへの積極的な言及はほとん どない。 また,そ れは本条
約 の内容はすべて憲法,教 育基本法および批准済みである国際人権規約な ど既存の国内法等 と 「軌を
一 にしている」ものであるか ら,「既存の国内法令で実施可能であ り,現行法令の改正を含め新たな
国内立法措置は必要ではな く,また,新 たな予算措置 も不要である」,というきわめて消極的,後 ろ
向 きな もの であ る。 問題 の核心 は,「軌 を一 に して いる」 こ との確認 にあ るの ではな く,制 定 ない し
は批准 ・発効されて久 しいこれらの基本法や人権条約の理念 と内容が,日 本の社会や学校で実際にど
れほど実現されているのか否か,十 分に実現されてないとするな らばその要因は何か,実 現に向けて
どのような有効かつ積極的な立法や行政施策や教育がなされ℃きているのか否かなどの検証であ り,
課題の確認であろう。
また,「軌を一に している」 という認識や理解に留まっているだけでは,こ の条約の根本精神 と新
たな内容を真に之 らえることはで きないという点である。すなわち,国 連は現代社会において必須な
人権のカタログを体系的 に規定 した国際人権規約(1966年)を制定 した後 も,女 性差別撤廃条約
(1979年),子どもの権利条約(1989年)などを制定 し,現在 は障害者の権利条約の採択に向けて精
力的に委員会審議を進めているといわれている。そこには少な くともつぎの ような二つの背景 ・要因
があると思われる。一つは,国 際人権規約は確かに現代人権のカタログを一般的 ・体系的に規定 して
いるが,そ れだけでは女性,子 ども,障害者などの社会的弱者の人権保障は ともすれば後回しになる
傾向が顕著であること。そして二つには,そ れらの社会的弱者には一般的な人権保障に くわえて新た
な固有な人権保障が不可欠であるとの認識 ・判断があると患われるのである。上記の政府関係文書に
は この点についての認識や理解 もまった く欠落しているのは大きな問題であろう。
さらに,小論のテーマに直接かかわる教育分野に焦点をあててさらに検討 してみたい。前述の文部
事務次官通知 「『児童の権利 に関する条約』 について」(以下,「次官通知」 と呼ぶ)23)には看過でき
ない問題点が少なくない。まず条約の趣旨については,「本条約は,世 界の多 くの児童が,今 日なお'
貧困,飢 餓などの困難な状況に置かれていることにかんがみ,世 界的な視野から児童の人権の尊重,
保護の促進 を目指 したもの」 としている。 こ;れだけの説明では,あ たかもこの条約が,「今 日なお貧
困,飢 餓な どの困難な状況に置かれている」発展途上国の子どもを主 として対象にしているかのよう
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に受け取られかねない(実 際,文 部省当局者はそのように理解していることが,国 会答弁か らも推察
される)。また,条 約の内容についても,憲法,教 育基本法および国際人権規約等 と 「軌を一 にす る
もの」であるので,「本条約の発効により,教育関係について特 に法令等の改正の必要はない」'とし
て,す でに見た政府の立場 をそのまま踏襲している。 この条約の諸原則や歴史的な意義,「子 どもの
意見表明権」などの新たな権利規定やそれらを含めた子 どもの権利の理念 と体系の総合的な発展の事
実 には何一一つふれ ていない。
なるほど次官通知の8項 目からなる 「教育に関する主な留意事項」では,本 条約の具体的な条項
や子 どもと学校 ・地域をめ ぐって噴出している深刻な問題のいくつかにふれて関係者の 「留意」を求
めてはいるが,そ の内容は条約の精神 と諸権利を積極的に実現す る方向ではな く,む しろそれを薄
め,抑 制す ることに力点がおかれている といわさるをえない。
それを典型的に示しているのは,「子どもの意見表 明権」等の本条約の第12条か ら第16条にふれた
「留意事項」の各項 目である。
まず,こ の条約の精神を象徴する 「子どもの意見表明権」(条約第12条1項)についての 「留意事
項」について見ておこう。当該条項の全文はつぎの ようなものである。「締約国は,自 己の意見を形
成する能力のある子どもがその子 どもに影響を及ぼすすべての事項について 自由に意見を表明する権
利を確保するCこ の場合において,子 どもの意見は,そ の子 どもの年齢及び成熟度に従って相応に考
慮されるもの とする」。本条項の第一の眼 目は,「自己の意見を形成する能力のある子 ども」は,自 ら
に 「影響を及ぼすすべての事項について自由に意見を表明する権利」を持 っており,政府(学 校 ・大
人社会)は それを保障すべきこと規定したものであることは明白であろう。 そして暇 日の第二は,表
明された子どもの意見は無視あるいは軽視 してはな らず,「その子どもの年齢及び成熟度に従って相
応に考慮」することを政府(学 校 ・大人社会)に義務づけていることである。すでにふれたように,
この条約はこれまでの学校や大人社会が,子 どもは"未 成熟で保護される存在"で あるゆえに,学 校
や大 人の"指 導 ・指示 ・決定 に服 すべ きもの"と みな して きたパ ター ナ リズムの誤 りの反 省に立ち,
子どもを独立 した人格を持 った一人の人間 として尊:重し,子 ども自身に影響を与えるすべての事柄 に
対 して,「意見を表明する権利」を認めるとともに,表 明された子 どもの意見を 「相応に考慮」する
ことを規定 しているのである。 ところが次官通知では,第 一の眼 目の意義についてはまった くふれず
に無視 し,第二の眼 目についても,膠「子 どもの意見がその年齢や成熟の度合いによって相応に考慮さ
れるべきという理念を一般的に定めたものであ り,必ず反映されるとい うことまでをも求めているも
のではない」ことを強調 している(第5項)。ここには明 らかに条約の精神 と眼目を精確に理解せず,
そ;れ切 妻小化する姿勢が見て取 れる。
つぎに次官通知 は,「子 どもの意見表明権」 と校則 との関係についてつぎのように指摘 している
(4項)。「もとより学校においては,rの 教育 目的を達成するために必要な合理的範囲内で児童生徒
等に対し,指導や指示を行い,ま た校則を定めることがで きるものであること」,「これは学校の責任
と判断において決定されるべ きものであること」と。条約が規定する 「子 どもの意見表明権」は一般




しているといえる。調知のように日本の多 くの学校の校則は,子 どもの学校での生活全般に(さ らに
学外での生活にも)きわめて大きな影響を与えている。 したがって条約の発効を契機にして,む しろ






さ らに次官通知は,学 校での 「国旗 ・国歌の指導 」のあ り方 に留意 をうなが している。すなわち,
国旗 ・国歌の指導は,「児童生徒等が,… 国民 として必要 とされる基礎的 ・基本的な内容を身につけ
るために行 うもの」であ り,子 どもの思想 ・良心を制約 する もの ではな く,今 後 とも指導の充実を図
る ことを強調 してい る。周知の ように,条 約には,「思想,良 心及び宗教 の 自由につ いての子 どもの
権 利を認 める」(第14条1項)と 明記 されてい る。 この規定 に留意す るな らば,次 官通知 とは逆 に,
学 校での国旗 ・国歌の指導が,そ の仕方 によっては子 どもの思想 ・良心の 自由を制 約,さ らには抑圧
する ことになる ことがあ りうることに関 して,教 育委員会,学 校,教 職 員な ど教育関係者 に対 して格
別の留意を求めるべきではなかったか。この点でも次官通知の本末転倒ぶりが顕著 といえる。
総じて次官通知は,こ の条約の基本理念,そ れを象徴的に示 している 「子どもの最善の利益」や
「子どもの意見表明権」などの諸原則,そ して具体的な個々の権利のいずれに関しても,その意義 と
内容を精確に認識し,正当に位置付けて,そ の積極的な実施に向けて自ら努力し,関係機関にもそれ
を求めているもの とは とうていいえない。む しろ,批 准 ・発効 して 日本国内において効力を有する こ
とになった条約を消極 的,後 ろ向 きに とらえ,そ の影響 力をで きるだけ抑制 しよ うとすることを基調
に している といわざ るをえないのである。
おわりに,
私たちが留意しな くてはならないことは,子 どもの権利条約に対する消極的,抑 制的な理解や対応
は,政 府 ・文部省(文 科省)の み にあるのでは ない とい うこ とであ る。それは,日 本の社会全体 とそ
の…構 成分野である教育界(と りわけその中心をなしている学校)に なお広範に根強 く存在している
もので もあ るといわ ざるをえない。その基底 には,国 民の人権 に関す る認識 ・意識 ・感覚の一般的水
準 とともに,子 どもを保護 と管理の対象 ととらえる子 ども観,教 育観,学 校 観がある。 それ らは小論
で概観 した日本の近現代化過程のなかで,そ の重要な一翼をなしてヤ・た公教育システムの創出と確'
立,発 展 と瓦解,改 革 と再編 そして展開のなかで歴 史的に形成 され今 日に至 っているものでもある。'
その複合的な過程 と特質,問題点 と課題を明らかにすることは今後のわが国の公教育システムの改
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